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１. は じ め に
政治行政関係あるいは政官関係は, 民主主義体制の諸国において, 広く
関心がもたれ, 多くの議論, 研究がなされてきている｡ その背景は, 民主




政治行政関係 (さしあたり, 政官関係と区別せず, 政治行政関係と総称
しておきたい) への関心には, ３つのものを区別することができる｡ すな
わち, 政治行政関係の実際, 規範, 制度である｡
第１の政治行政関係の実際への関心は, とくに19世紀後半以降の民主
制の発展の中で, 政党政治家と行政官僚制が統治過程の主要な２つの主体
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アバーバック ( Joel D. Aberbach) たちの Bureaucrats and Politicians in
Western Democracies (1981) はそのような中で, 欧米各国の官僚と政治家
への広範囲の体系的な面接調査によって, 両者及び両者の関係を研究した






























































以上のように, 政治行政関係には, その実際, 規範, 制度の各面にわた
り, 関心が向けられてきた｡ そして, すでにふれたノースコート＝トレベ
リアン報告からもわかるように, 政治行政関係は, 民主制への展開にあわ
せて関心の対象となり, その後, 今日まで, 長くテーマとなってきている｡
その間には, 各国で政治体制の変化とか, 政府活動の変化など, 政治状況
の大きな変遷も見られる｡ それに応じて, 政治行政関係も各国で多様な展
開が見られたと言ってよい｡
このような歴史的変遷, 各国における多様性, そして, その実際・規範・
制度にわたる関心から, 政治行政関係の的確な理解が困難になってきてい
るように思われる｡ 政治行政関係が時期により, 国により, 多様で複雑な
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本稿では, 今後も, 煩雑さを避けるために ｢政治行政関係｣ の用語を主に
使っていくことにしたい｡ そこで, 政官関係との異同について述べておき
たい｡
｢政治｣ と ｢行政｣ はいずれも定義について議論のある概念であり, ま
た, ｢政治｣ と ｢行政｣ を対比する用語法においても, 両者及び両者の関
係について的確な定義をすることは難しい
(９)
｡ しかし, ｢政治｣ と ｢行政｣
を対比的に用いる用語法は, 代表制民主主義による ｢政治家｣ の登場と,
｢政治家｣ と (政府における) 政治家以外の諸主体 (とくに幹部の行政官
僚) との関係に大きな関心が向けられたところを主要な基盤としていると
考えられる｡ そして, とくに注目されるこの ｢政治家｣ と ｢行政官僚｣ と

























名づけられているが, その頂点 (内閣) が政治家から構成されていること
が関わっていると考えられる｡ つまり, 政治行政関係という用語法を用い
ると, 国会が ｢政治｣ で内閣は ｢政治｣ でない (｢行政｣ である) と考え
るか, 国会は視野の外に置いて, 行政府の中の ｢政治家｣ と ｢行政官僚｣
の関係と考えるかといった, 誤解あるいは意味の不分明が起こるからであ
る｡ そこで, 政治行政関係として諸外国も含めて広く関心がもたれている
｢政治家｣ と ｢行政官僚｣ の関係について, とくに ｢政官関係｣ と呼ぶよ
うになったと思われるのである｡
本稿の中心的な問題関心は, ｢政治家｣ と幹部の ｢行政官僚｣ の関係,
つまり, 政官関係にある｡ というのは, 代表制民主主義によって統治の正
当性を得ている ｢政治家｣ と同等あるいはそれに優越する影響力をもち,
統治に関わる権限を行使していると考えられたりするのは, 幹部の ｢行政
官僚｣ だからである｡ しかし, 本稿は, それにとどまらず, 政府の行政組
織が行っている広範囲の政策実施などの活動を, ｢政治家｣ と対比させて
考察したい｡ それは, 代表制民主主義のもとで, 知識と能力に基づいた合
理性のある統治は, 官僚制による広範な政策実施などの活動によって求め
られているのであり, 選挙で選出された ｢政治家｣ と対比する対象として
は, これらの諸活動を広くとらえるべきと考えるからである｡ これを表現
するには ｢政治行政関係｣ が適切と考え, 本稿の表題については ｢政治行
政関係 (政官関係)｣ としたのである｡
従って, 次節以降, ｢政治行政関係｣ という用語を用いるが, ｢政官関係｣
を中心的な関心としつつも, 政治家と官僚制全体の間の関係を対象として
いる｡ つまり, ｢行政｣ については, 政治家を除いた上で, 官僚制の活動
論
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を広くとらえることにしている｡ そして, 第３節の最後において, 幹部の









の存在が, 少なくとも, さしあたり前提となる｡ そこで, 政治行政関係を
つくり出す制度として, (１) 政治家の選出, (２) 官僚制の編成, の諸制
度をあげなければならない｡
代表制民主主義において, 選出された政治家が統治の正当性をもってお
り, 官僚制との関係は, 委任の関係であり, 政治家は官僚制に任務を委任
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力となる｡
これらの事象が生じたり, 生じる可能性から, () 政治家による官僚
制の統制, () 政治家の行政への不介入, () 行政の中立性, などの規
範が喚起され, さきの３つの構成要因に関わる制度の改正などが提起され
たり, 実際に改正がなされたりする｡ しかし, それらにとどまらず, (４)













の背景, 意識などの傾向とか, 政党など政治集団の形成など, 政治過程の
展開に影響を与えるところがあり, 政治行政関係にも多様な影響が考えら

























基本的に一元化されている｡ それに対して, 大統領制では, 行政府の長で
ある大統領が, 議会とは別に国民から直接選挙される (アメリカの場合,
厳密には間接選挙であるが, 議会による選挙ではない)｡ 行政府の官僚制
からすると, 選出勢力は二元化されている｡ 実際, アメリカの政治過程で
は, 大統領と議会が, 各省の行政のコントロールをめぐって競合し, 争う
ことが見られてきた｡
日本は議院内閣制であるが, 自民党の長期政権下でのいわゆる与党審査




































)｡ 生涯職公務員は, 選挙に立候補したら退職 (あるい







としてきていたのである｡ そこで, 議会は国王の影響力を削ぐために, 官








これに関連して, フランスで公務員 (出身者) が政治家になり, 日本で
論
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の後, ほかの諸国も含め, 民主化が進展する中で, プロシャ, フランス,
イギリスの諸国における官僚集団及びその組織活動の様態が, マックス＝
ウエーバーが理念型として示したような近代官僚制へと確立されていくの
である｡ そして, アメリカや日本は, ヨーロッパのこれらの諸国の制度を
学びつつ (アメリカは主にイギリスから, 日本は主にプロシャから), 官
僚制をつくり出していった｡
このような歴史的展開からは, 官僚制は, 民主制の発展に伴い, その制
度を整えていったが, 民主制と一体としていわば設計されたものではない
といえよう｡ 民主制の進展の中で, 政治家が選出されていったとき, そこ
に, 政治家が用いることができる制度として官僚制あるいはその前身が存
在したのである｡
そこで, 代表制民主主義が確立されていく中で, 政治家は官僚制を, 君
主制下のそれを引き継いだりしつつ, 編成していくことになったというこ
とができる｡ そのように編成された官僚制の制度について, とくに次の２
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② ｢罷免手続きと身分保障｣ であるが, 知識と能力に基づいた合理性のあ
る統治の必要性から官僚制を用いる上において, この２点がその形成の基
盤となる制度だからである｡ ①は官僚制の ｢専門性｣ が, ②は官僚制の
｢継続性 (永続性) [permanence]｣ が得られる基盤となる｡ なお, これら
と並んで, 官僚制の性格として ｢中立性｣ があげられることが多い
(14)
が,
｢中立性｣ については, 政治行政関係の別の構成要因として, のちに見る
ことにする｡
①任用の基準と手続き










する手続きが必要である｡ 広く人材を求める (同時に, 特定の階層などに
特権を認めない) ために公開の試験を行うとか, あるいは教育機関と関連
させて, 能力のあることを示す ｢資格｣ に基づくなどの方法がとられてき
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活を区別し, 職務について, 兼業ではなく, 専業化する要素が示されてい
る｡ 専業化により, 能力をより発揮し, さらに熟達によって能力を発達さ






これに関して, 現実的な局面となる｡ そして, 政治家が, 行政官の地位の
終身性に, 引き継ぐべき要素があるとみるならば, 公務員に身分保障を与
え, 生涯職としての性格を与えていくことになる｡ 他方, 公務員の方から














のは, このことを示しているといえよう｡ また, アメリ
カ行政学における政治行政分断論として理解されている, 政治が ｢決定
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() 職務内容を示し規制する, 法律, 諸規則を定める
() 職務の遂行に必要な資源 (予算等) を与える
() 職務の遂行の過程及び結果を監視し, 承認を与えたり, 是正を行
う｡
以上のような, 行政組織の制度, 法律などの法形式, あるいは政府にお
けるそのほかの諸制度に関して, 政治家による官僚制への委任の制度と見



















それらに対して, 政策の立案 (たとえば法律案の作成) は政策の決定に
直接につながる活動であり, また, 政策をめぐる利害などの調整は, 社会
の政治的統合に関わる活動であり, いずれも, 選挙で選出される政治家の
担うべきものと見られてきた｡ しかし, 政策の立案は広く行政官僚によっ














が, これらは相互に重なるところもあり, とくに, () の調整は, ()




すなわち, 委任と統制の制度が最も把握しやすいのは, () の, 政策
の体系的な実施と組織の運営に関する任務についてだろう｡ たとえば, 政
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いくことを委任していると考えることができるからである｡
これに比べて, () 政策の助言, 立案と, () 利害を含めた諸価値の
調整が, どのような制度によってどのように委任されているかを明確に知
ることはより難しい｡ たとえば, 現在の日本の場合に関して, 国家行政組
織法第18条第２項は ｢事務次官は, その省の長である大臣を助け, 省務
を整理し, 各部局及び機関の事務を監督する｡｣ とあり, ｢大臣を助け｣ は,
政策の助言, 立案及び政策をめぐる諸調整について ｢委任｣ している規定


















政治家 (議会) は, 首相をはじめとする閣僚を (国王ではなく, 選挙で選
論
説








臣, 長官) は ｢政治家｣ と見られることが一般であるが, 選挙で直接選出
されているのでないし, 選挙で選出された議員とは限らないのである｡ 官
僚制との関係で見れば, 選挙で選出された政治家は, ｢政治的任命職｣ を
設置して, 官僚制の統制を図っているのである｡
今日では, ｢政治的任命職｣ の用語が用いられるとき, 閣僚は含まず,
それ以外の, ｢政治的｣ に裁量的に任免される職を指している｡ そして,
それらの職が国によっては相当に多く, また, 近年に増加の傾向が見られ
るのである｡ 大臣 (長官) による統制では不十分との認識が基盤にあると






職の範囲・数が広く, イギリスでは, 近年, ｢特別顧問 (special adviser)｣
と呼ばれる政治的任命者が増えていることが注目されている｡ フランスで
は, 大統領府, 首相府, 各省の官房 (キャビネ) 及び各省の高級職 (局長
など) に, 官僚が政治的任命で就いていること, ドイツでは, 各省の幹部
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｡ ここからは, (２) の官僚制の編成で述べ
たところにより制度化された職と, 閣僚あるいは閣僚に近い性格をもった
政治的任命職との間に, 両者を両極として, いわばグレイゾーン的な職の
あることがうかがわれる｡ すなわち, 官僚制側で, 任用の基準と手続き,
罷免手続きと身分保障の一方あるいは両方が緩和される場合, 政治的任命






官僚制は中立性 (impartiality, neutrality) を特質とし, それが求められ
るとされる｡ しかし, 同時に, 代表制民主主義においては, 選挙で選出さ
論
説











つまり, ｢すべて公務員は, 全体の奉仕者であって, 一部の奉仕者ではな




() 職務執行などにおいて, (中立的に) 公正, 平等な行動をとる｡
() 政権 (政党) の政治的主張に関わりなく, 政府に忠実に仕える｡
政権交代があっても, 自身の政治的信念がどのようなものであっ
ても, 政治的に中立に政府に仕える｡
() 特定の政治的主張によるのでなく, (それらから中立に) それら
を包摂するあるいは超える ｢公共性｣, ｢一般的利益｣ に従って行
動する｡
中立性をその特質とすることで歴史的によく知られているイギリスの公
務員制において, その ｢国家公務員規範 (The Civil Service code)｣ では
中核的価値として, 廉直性 (integrity), 誠実性 (honesty), 客観性 (ob-
jectivity), 中立性 (impartiality) の４つの価値を上げているが, それらを
より具体化した行動基準では, ｢中立性｣ のみ, さらに２つに分けている｡
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｡ 上に示した () と () の２つの観念が ｢中立
性｣ には認められることを示唆しているといえよう｡
代表制民主主義では政権交代が起こりうるのであり, 政権交代に関わり
なく, それぞれの政権から信頼を受けて任務を果たすには, 政治的に ｢中
立｣ でなければならないということから導かれるのが, () の観念であ
る｡ それに対して, ｢中立性｣ が, 行政は公正, 平等に行われなければな
らないことを意味していることがある｡ イギリスの ｢国家公務員規範｣ で






非合理的な感情とともに, 政治的な考慮も排除する ｢中立性｣ である｡
これらとは異なる ｢中立性｣ の観念として, ドイツとフランスについて
指摘される ｢国家｣ への義務あるいは忠誠によって政党を超える ｢中立性｣
がある｡
ドイツの場合, プロシャ以来の官僚制の特徴を継承しつつ, ワイマール
憲法 (1919年) において ｢公務員 (官吏) は全体社会への奉仕者であり,
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照した日本国憲法第15条第２項の規定は, ワイマール憲法の規定を基に










｡ ルソーは, 人民を拘束するのは, 特定集団などのもつ私的利益を考え
る特殊意志 (	
) やそれらをあわせた全体意志 (	






これらのドイツやフランスの場合は, 政党を超えた ｢中立性｣ なのであ








いが, そのほかの選挙活動, 政党活動, 政治的意見の表明などの政治活動
については, 制度的に制限するところと, 職務における ｢中立性｣ を求め
つつ, 政治活動の制度的な制限をとくに設けないところがある｡ 各国で制































































政治家は, 政党以外で集団を形成する (派閥とか, 政党横断的な組織な
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しかし, これにとどまらず, 一般に政治家が選挙との関連で利益誘導を





政治変動を含め, 官僚制から見て, 政治家全体 (｢政治｣) が安定的な場合










る｡ 他方, 日本の自民党の長期政権など, 一党による長期政権は, 官僚制







うな特徴的な動態を示したり, 示すことがある｡ すなわち, ①官僚制内部
の分化, ②党派的行政, ③専門性と能率性, ④自律と政治的勢力化, であ
論
説
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る｡
①官僚制内部の分化



















警察官など)｡ しかし, 公務員組合は各国で結成されており, それ
らが政治行政関係の動態に影響をもつ場合があると思われる｡










































































































もある｡ 村松岐夫は, 戦後の自民党長期政権下の政治家 (政権党) と官僚
の関係について, ｢政官スクラム型リーダーシップ｣ と呼び, 密接提携の








































ので, 断片的であるが, 印象的なところを引照して, 官僚制に委任される
任務の拡大を確認しておきたい｡
18世紀後半のイギリスにおいては, 今日における閣内大臣の下に, 議
会に議席をもつ (閣外) 大臣がおかれていたりして, 政治的な職務ととも
に, 今日における事務次官の職務もあわせて１人で対処していた｡ しかし,
18世紀末から19世紀の初めにかけて, 負担の重さから, １人で行うのが
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りに活動しているのでなく, したがって, その活動を無責任でなく, 応答
的にするために, 技術的な論点について適切な考慮を払う機能的責任
(functional responsibility) と, 市民の感情 (popular sentiment) に適切な
考慮を払うことを求めたのである｡ フリードリッヒは, 政府の職務の拡大
と複雑化の下で, 議会 (政治家) が行政官を統制することが困難になって
おり, 統制から離れかねない行政を, 応答的にする方策を提起したといえ






(１) 政治家の選出, (２) 官僚制の編成, (３) 委任と統制のそれぞれ
について, それらの諸制度から生み出される政治行政関係の動態の特徴的
な諸点を見てきた｡ それらの動態には, 行政の専門性・能率性の欠如, 党
派的行政とか, 官僚制の影響力の増大, 官僚制の統制の困難などの問題を
含んでいた｡ そして, それらは, 政治行政関係についての規範を喚起し,
これらに関わる制度の創設, 改正を導いたりした｡ 政治と行政を分離し,
能力に基づく任用を基本とする公務員制度改革を行ったことなどがその例












た｡ それ以外の職については, 国によって相違はあるが, 官僚制の任用基
準が緩やかなことによる ｢情実任用 (patronage)｣ の性格のものがかなり
あるように思われる｡
ところが, 20世紀後半に入り, イギリスの特別顧問の設置 (1964年)
と数の増大
(47)
, アメリカにおけるスケジュールＣ制度 (1957年) と上級管







るのである｡ 日本においても, 副大臣, 大臣政務官の設置 (1999年), 大








になるので, それらについての有能性も求められる｡ しかし, 政治家と同
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(５) 中立性と忠誠
官僚制に求められる ｢中立性｣ について３つの観念が区別されることを
さきに指摘した｡ () 公正, 平等な職務遂行, () 政権交代に関わりな
く, 政治的に中立に政府に仕える, () 政党を超えた ｢公共性｣, ｢一般




中立性と忠誠の緊張関係について, イーストン (David Easton) が政治
システムへの支持の対象として３つのレベルに分けていることから示唆を
得て理解してみたい｡ イーストンは, 政治システムへの支持が向けられる
基本的な対象として, () オーソリティーズ (Authorities), () 体制
(Regime), () 政治社会 (Political Community) の３つのレベルを上げ
ている
(53)





考えられ, 官僚制の忠誠の対象にも同じように, ｢政府｣ を超えた対象が
あると考えられる｡
従って, イーストンの ｢体制｣ と ｢政治社会｣ をあわせて ｢体制的価値｣
と呼ぶと, 官僚制の忠誠の対象として, ｢政府｣ と, それを超えたレベル
の ｢体制的価値｣ を考えることができる｡ このように概念化すると, 官僚
制が ｢中立性｣ に従って行動するとき, それは ｢体制的価値｣ に忠誠な行
動であり, それが ｢政府｣ (現政権の政府) への忠誠と一致すれば, ｢中立
性｣ と ｢忠誠｣ は矛盾しない｡ つまり, ｢政府｣ のもつ ｢体制的価値｣ と,
官僚が ｢中立性｣ によって従っている ｢体制的価値｣ に相違とか齟齬がな
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に相違とか齟齬があると, ｢中立性｣ と ｢忠誠｣ の間に緊張が生じる｡ 官
僚制が ｢体制的価値｣ とすることを, 政治家は ｢体制的価値｣ と考えてい
ない場合, 政治家には, 官僚制の ｢中立性｣ は, 政治的反対派に映るので
ある｡





を支えるのは, ｢政府｣ とは別のレベルの ｢体制的価値｣ であり, 現政権
の ｢政府｣ への忠誠と緊張関係をもつ可能性がある｡ つまり, (), (),
() のいずれに関しても, 官僚制が ｢体制的価値｣ に従って ｢中立｣ 的
に行動したとき, 官僚制の考える ｢体制的価値｣ と政権の考える ｢体制的
価値｣ にずれとか違いがあると, そこに緊張が生じるのである｡
このように, 官僚制のもつ ｢体制的価値｣ と政治家のもつ ｢体制的価値｣
が一致していれば, ｢中立性｣ と ｢忠誠｣ に矛盾はないが, 両者の ｢体制
的価値｣ に相違があると, ｢中立性｣ と ｢忠誠｣ に緊張が起こる可能性が
高くなる｡ これに関して, より具体的に, 官僚制は現在の政策, 法律など
を保持する志向をもち, 現状変革的な政治家は現在の政策, 法律に批判的
な志向をもつことから, 両者に緊張の生じる場合があると考えられる｡
そして, より一般的には, 政治社会のなかで ｢体制的価値｣ に分裂とか
亀裂があると, それが, 政治家, 官僚制の ｢体制的価値｣ に反映して, 政
治家と官僚制の間に緊張が生じる可能性が高くなると考えられよう｡ しか
し, イギリスの政治家と高級官僚が, 同じような社会的背景をもち, 官僚
の ｢中立性｣ が維持されていたとの指摘は, 社会全体において ｢体制的価
値｣ に亀裂があっても, 政治家と官僚の間に ｢体制的価値｣ に分裂がなけ
論
説
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れば, ｢中立性｣ と ｢忠誠｣ に矛盾は現れないということを示しているの
ではないだろうか｡






のが見られる｡ 官僚制の影響力の増大, 官僚制への委任の拡大とか, 行政
の専門性の欠如, 党派的行政などがとくに指摘されてきた｡ そして, ｢政
治｣ も官僚制も多元的であり, 政治行政関係は複雑な関係の総体である｡
このような動態から, 政治行政関係についての規範が喚起されてきた｡
() 政治のリーダーシップ, () 政治と行政の分離と政治による行政へ
の不介入, () 行政の従属と中立, などを内容とするものである｡
() 政治のリーダーシップ
代表制民主主義において, 選挙で選出された政治家の正当性は承認され
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どによる党派的行政, 行政の専門性・能率性の欠如などから, 政治と行政
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を求める中で, 官僚制が用いられてきたからではないだろうか｡ そして,
代表制民主主義と官僚制との間には, 緊張をはらみつつ, 展開せざるを得
ない関係があるのではないだろうか｡ それが, このような, 制度から動態
へ, 動態から規範へ, 規範から制度へという関係をもちつつ, 同じところ
を循環するのではなく, 歴史的に展開していく現象をもたらしているので
はないだろうか｡
本稿では, 最初に述べたように, 政官関係に中心的な関心があるが, 政
治行政関係全体を対象としてきた｡ ５つの構成要因の制度, 動態, 規範の
展開の枠組みについて, 政官関係以外の政治行政関係を含めて適用できる
と考えている｡ しかし, 若干の点については, 政官関係とそれ以外との相
違について述べておく必要がある｡ それは, ｢政治的任命職の設置｣ とそ
れに関連する事柄である｡
西尾勝は, 官僚制のなかでその ｢上層を構成し政治家と密度濃く接触し｣
て, 政策助言, 政策立案を含めた活動をしている人々を ｢行政官僚｣, 政
府の継続的な組織的業務に携わっている, 数の上では多数を占めるそのほ
かの人々を ｢行政職員｣ と呼び, 両者をあわせて ｢行政官｣ と呼ぶ用語法
を用いている
(56)
｡ ｢政官関係｣ の ｢官｣ は, ｢行政官僚｣ であり, 本稿で政治
行政関係と呼んでいる関係は ｢行政官僚｣ と ｢行政職員｣ をあわせた ｢行
政官｣ と政治家の関係である｡
さて, ｢行政官僚｣ との関係についても, ｢行政職員｣ との関係について
も, ｢政治家の選出｣, ｢官僚制の編成｣, ｢委任と統制｣ が基本的な構成要
因であることに変わりはない｡ しかし, 委任されている任務について,
｢行政官僚｣ はさきにあげた３つの種類について, 政策の助言, 政策の立


























すなわち, ｢行政官僚｣ との関係についても, ｢行政職員｣ との関係につ
いても, 政治家による利益誘導, 党派的行政, 官僚制の統制の困難などの
諸問題が, 具体的な現象の現れ方は相当に異なっても, 同様に生じてくる
可能性があり, 実際に生じてきた｡ しかし, それらへの対処に関して,
｢行政職員｣ との関係については, 任用・罷免の基準の厳格化などの ｢官
僚制の編成｣ と, ｢中立性と忠誠｣ を求めることを主要な方法としている
のに対し, ｢行政官僚｣ との関係については, ｢政治的任命職の設置｣ によ
る官僚制の統制が重要な方法となっているのである｡
このような違いは, ｢行政職員｣ に委任されている継続的な組織的業務
は, 職務の客観化が, 政策助言, 政策立案などに比べて比較的容易であり,
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それらに比べて, 20世紀後半に増えていった ｢政治的任命職｣ は, 行





僚を含め, 政府の上層部に関わるものは, 官僚制の統制に関する ｢政治的
任命職｣ の任用であり, ｢情実任用｣ の性格が多い ｢行政職員｣ に関する
任用とは区別する必要がある｡ すでに述べた ｢グレイゾーン｣ にあるもの
についても, 政治的任命職の方から任用基準を設けるなどしているものと,
任用, 罷免の基準などを緩めることでグレイゾーンになっているものがあ
るのである｡ ｢行政職員｣ に関するものは, ｢官僚制の編成｣ に関して, 基
準が緩和されているという性格なのである｡




４. お わ り に
政治行政関係あるいは政官関係は, それを構成する制度は広範にわたり,
その現象は複雑である｡ また, 国により, 時期により, 異なる様相を示し
てもきている｡ 本稿では, それらを理解するアプローチとして, 政治行政
関係を５つの構成要因からなるとし, 制度から実態, 実態から規範へとい
う展開を示す現象として把握する枠組みを示した｡ とくに, 基本的な構成



























第１は, 国により, 時期により異なる制度の影響である｡ 議院内閣制か
大統領制かによって, 官僚制から見て, 政治は, 一元的か二元的かという
相違になるように, 制度の違いが, 政治行政関係に異なる課題状況を作り
出す可能性がある｡
第２は, 政治, 経済, 社会の歴史的な状況である｡ ｢政治｣ の安定と不
安定が政治行政関係に大きな影響を与えたり, 政治家と官僚が敵がい的と
見られるほどに厳しい対抗関係にある場合と, 協力的な関係にある場合と







職の設置と, 中立性と忠誠は, いずれも, 課題への対処の効果をもつ可能
性とともにそれを複雑化する可能性をもつことである｡ 政治的任命職の設
置では, 応答性を求めると能力性が損なわれる可能性があり, 官僚 (出身
者) を政治的任命職に用いると, 官僚の党派化が起こる可能性がある｡ ま
た, 官僚あるいは官僚制の中立性は, 政治家の権威への忠誠と緊張関係を
もつ可能性があるのである｡
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